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研究成果の概要（和文）：ユーザー・イノベーションの先行研究では体系的に整理されていなかったユーザー創造製品
がもたらす、「創造性効果」（製品品質の向上）と、「ラベリング効果」（ユーザー創造製品であるという情報が与え
る影響）という複合的な市場効果に対して、無印良品の協力による実際のユーザー創造製品と専門家創造製品を販売す
るという自然実験を通して、ユーザー創造製品の複合的市場効果の存在を明らかにしてきた。

研究成果の概要（英文）：In the existing study of user innovation, the multiple market performance by 
user-generated products such as "creative effect" (improvement of the product quality) and "labeling 
effect" (the influence of information to be user-generated products) were not discussed systematically.
Therefore, we clarified the existence of the multiple market performance of user-generated products 
through a natural experiment to sell real user-generated products and designer-generated products by 
cooperation with Muji.
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１．研究開始当初の背景	
 
(1)	
 ユーザー・イノベーション研究	
 
	
 かつては、世間一般的にも実務的にも、そ
して研究的にも、イノベーションはメーカー
が行うのが当然だと信じられていた。つまり、
イノベーションを生み出すのは、メーカーに
おける専門家の仕事であった（von	
 Hippel	
 
1988）。だが、こうした前提を疑う研究がで
きてきた。MIT の教授エリック・フォンヒッ
ペルは、「ユーザー・イノベーション」の存
在を指摘した（von	
 Hippel	
 1976/1988）。本
研究は、このユーザー・イノベーション研究
に端を発する。	
 
	
 近年では、インターネットの進展に伴い、
大手企業も積極的にオープンに集められた
「群衆」に問題解決を委託した。それゆえに、
こうした取り組みは、「クラウドソーシング」
（群衆委託）として知られることになった
（ Agerfalk	
 and	
 Fitzgerald	
 2008,	
 Howe	
 
2006/2009,	
 Pisano	
 and	
 Verganti	
 2008,	
 
Surowiecki	
 2004）。	
 
	
 
(2)	
 創造性効果の研究	
 
こうした中、研究代表者の西川は、ユーザ

ー・イノベーション研究に関する理論的・実
証的研究（平成 20 年〜23 年の基盤(C)および
平成 18 年〜19 年の若手研究(スタートアッ
プ)）を通して、良品計画の協力のもと、「無
印良品」の家具のクラウドソーシングにおけ
る「ユーザー創造製品」が、伝統的な手法、
すなわち企業内部の専門家によって開発さ
れた「専門家創造製品」と比べて市場成果が
高いことを明らかにした（Nishikawa	
 and	
 
Ogawa2009/2011）。だが、開発条件が異なる
上に単一製品の比較分析であり、複数製品群
でのより精緻な比較分析が望まれる。	
 
	
 	
 
(3)	
 ラベリング効果の研究	
 
	
 	
 一方、ラベリング効果（「その製品が、ユ
ーザー創造製品である」という情報が、成果
に影響を及ぼすこと）の存在を指摘する研究
もある。学生を利用した実験室実験により、
ユーザー創造製品は、専門家創造製品に比べ
て、消費者は当該企業に対し、顧客志向や企
業への態度を高める傾向があることが実証
された（Fuchs	
 and	
 Schreier	
 2011）。だが、
ここでは、企業全体へのラベルリング効果の
指摘は行われているものの、製品への効果や、
売上への影響は明らかになっていない。	
 
	
 	
 
	
 (4)	
 研究課題	
 
	
 このように、ユーザー創造製品の効果にお
いて、多くの成果は生まれたものの、売上な
どの現実的な市場成果をもたらす複合的な
効果は明らかになっておらず、大きな研究課
題となっていた。	
 
	
 	
 
２．研究の目的	
 
本研究は、ユーザー・イノベーションの先

行研究では体系的に整理されていなかった

ユーザー創造製品がもたらす、「創造性効果」
と、「ラベリング効果」という複合的な市場
効果について、ユーザー創造製品と、専門家
創造製品との自然実験を通して理論的・実証
的に考察していく。それが、本研究の目的と
なる。	
 
具体的には、ユーザー創造製品の以下の３

つ効果を明らかにしていく。	
 
	
 

(1)	
 創造性効果について、現実の複数の製品
群の売上実績をもとに、より精緻な分析を通
して明らかにする。	
 
	
 
(2)	
 ラベリング効果について、現実の製品の
売上実績を通して明らかにする。	
 
	
 
(3)	
 複合的効果について、現実の製品の売上
実績を通して明らかにする。	
 
	
 
３．研究の方法	
 
	
 本研究は、ユーザー創造製品がもつ複合的
な市場効果を明らかにするために、先行研究
の理論的考察と、良品計画の協力のもと「無
印良品」での体系的かつ計画的な 3回の自然
実験を通して分析を行ない、国際ジャーナル
への投稿により研究を国内外に公開してい
く。	
 
	
 
(1)	
 先行研究調査	
 
	
 ユーザー・イノベーション研究だけでなく、
ラベリング効果についてマーケティングや
消費者行動にまで広げて、レビューを行って
きた。さらに、関連学会である OUI（Open	
 and	
 
User	
 Innovation）Conferenceに毎年参加し、
進展の早い同分野の最新情報の入手に努め
てきた。こうして、先行研究の理論的考察を
通して、本研究の位置づけを明らかにすると
ともに、理論的課題を整理してきた。	
 
	
 
(2)	
 創造性効果の検証	
 
無印良品の家具において、自然実験１とし

て、同じ開発担当によって同時期に開発され
た複数の「ユーザー創造製品」と「専門家創
造製品」の３年間の売上実績をもとに、創造
性効果の検証を行った。同じく、同ブランド
のコスメにおいても、同条件での分析を実施
した。	
 
	
 
(3)	
 ラベリング効果の検証	
 
無印良品の家電において、自然実験２のフ

レーム（図１）に基づいて、ランダムブロッ
クデザイン（売上規模で分けた上で無作為抽
出）により、店舗を２つの状況の割り当てを
行ない、ラベリング効果の検証を実施した。	
 
	
 状況１の店舗では、「ユーザー創造製品」
であることを表示していない POP（ラベル表
示無し）を掲示した。一方、状況２の店舗で
は、「ユーザー創造製品」であることを表示
した POP（ラベル表示有り）を掲示した。	
 
	
 



 

 

	
 
(4)	
 複合効果の検証	
 
無印良品のスナック菓子において、自然実

験２のフレーム（図２）に基づいて、良品計
画と協力しユーザーのアイデア募集から始
めた「ユーザー創造製品」と、同時期に開発
された「専門家創造製品」を、ランダムブロ
ックデザインにより、店舗を４つの状況の割
り当てを行ない、複合効果の検証を実施した。	
 
	
 

	
 
	
 まず、状況１の店舗では、「ユーザー創造
製品」には、ユーザー創造製品であることを
表示していない POP（ラベル表示無し）を掲
示した。一方、「専門家創造製品」にも、専
門家創造製品であることを表示しない POP
（ラベル表示無し）を掲示した。	
 
	
 次に、状況２の店舗では、「ユーザー創造
製品」には、ユーザー創造製品であることを
表示しした POP（ラベル表示有り）を掲示し
た。一方、「専門家創造製品」には、専門家
創造製品であることを表示しない POP（ラベ
ル表示無し）を掲示した。	
 
	
 状況３の店舗では、「ユーザー創造製品」
には、ユーザー創造製品であることを表示し
しない POP（ラベル表示無し）を掲示した。
一方、「専門家創造製品」には、専門家創造
製品であることを表示した POP（ラベル表示
有り）を掲示した。	
 
	
 最後に、状況４の店舗では、「ユーザー創
造製品」には、ユーザー創造製品であること
を表示した POP（ラベル表示有り）を掲示し
た。「専門家創造製品」にも、専門家創造製
品であることを表示した POP（ラベル表示有
り）を掲示した。	
 
	
 	
 
(5)	
 最後に、本研究を広く国内外に公開して
いくために、先行研究のレビュー、実験デー

タの分析、研究打合せを行ない、査読付きの
国際ジャーナルに投稿した。	
 
	
 
４．研究成果	
 
	
 (1)主な研究成果	
 
本研究の成果としては、主に３つのことが

挙げられる。	
 
①	
 創造性効果の実証	
 
ユーザー創造製品における創造性効果の

存在の実証である。ユーザー創造製品が専門
家創造製品に比べて、創造性効果をあげるこ
とを、実際の無印良品の家具とコスメの複数
製品の自然実験のデータを通して明らかに
した。	
 
家具における発売初年度の「ユーザー創造

製品」の売上高は、「専門家創造製品」より
高い傾向がある（図３）。	
 
	
 

	
 
こうした傾向は、発売初年度の両製品群の

粗利益においても見られた（図４）。	
 

	
 
それぞれの平均を比べると売上高では、３

倍、粗利益においては４倍を上回る成果をあ
げていた。こうした影響は、時間とともに増
加していた。３年後に、全ての「ユーザー創
造製品」の累計売上高の平均は、「専門家創
造製品」より 12 億 5000 万円大きい 5 倍もの
成果をあげていた。同じく粗利益の平均は、
「専門家創造製品」より 6 億 1900 万円大き
い６倍もの成果をあげていた。	
 
さらに、「ユーザー創造製品」は「専門家

創造製品」に比べて、３年間を生き残るとい
う可能性を持っていた（つまり、発売	
 ３年
後にまだ市場で売られていた）。	
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こうした結果は、コスメの「ユーザー創造
製品」と「専門家創造製品」においても、同
様のことがいえた。	
 
これらの成果は、国際ジャーナルに論文

（Nishikawa,	
 Schreier	
 and	
 Ogawa	
 2013）掲
載され、同誌のベストペーパー（２編）のフ
ァイナリスト（5 編）に選ばれ、高い評価を
得た（Finalist,	
 2013	
 Best	
 Paper	
 Award	
 of	
 
the	
 International	
 Journal	
 of	
 Research	
 in	
 
Marketing）。さらに、異なる開発条件も含め
て分析したものも英語書籍（Harhoff	
 and	
 
Lakhani	
 編	
 2016）で分担執筆することがで
きた。このように、研究成果を、広く世界に
公開することができた。	
 
	
 
②	
 ラベリング効果の実証	
 
	
 「ユーザー創造製品」における複合的市場
効果の存在の実証である。実際の無印良品の
家電の自然実験のデータを通して、「ユーザ
ー創造製品」というラベル表示は、ラベル表
示無しの場合に比べて、売上数などの市場成
果が有意に高いことが明らかにされた。	
 
	
 
③	
 複合的効果の実証	
 
「ユーザー創造製品」における複合的市場

効果の存在の実証である。自然実験２を通し
て、ユーザー創造製品は、専門家創造製品に
比べて、売上数などの市場成果が有意に高く、
「創造性効果」と、「ラベリング効果」とい
う複合的効果を持つことが明らかになった。	
 
	
 
(2)	
 研究の貢献と展望	
 
本研究の貢献としては、これまで国内外の

研究において研究課題であった、ユーザー創
造製品における実際の創造性効果、ラベリン
グ効果、そして複合的効果を明らかにしてお
り、研究だけでなく、実務に対しても大きな
インパクトを与えるといえる。	
 
今後の展望としては、国際ジャーナルの査

読者からの指摘事項に対して、自然実験のデ
ータ分析の精緻化および、追試実験を行なう
ことで、修正した論文を提出し採択され、本
研究の成果を国際的に発信していくことで
ある。	
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